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1． はじめに
民主党政権は2010年10月当時の菅首相がAPEC横浜会議に先立ち、突然、TPP　参加検討を表明。この表明には農業関係者のみでなく特に学者の反対が相次いだ。民主党与党内の賛否両論の中、2011年11月のAPECハワイ会議で野田首相は参加を検討すると発言。それにつれカナダ、メキシコも参加検討を表明したとの報道があった。

TPP戦略はTPPを主導している米国オバマ政権のアジア太平洋の経済発展、貿易拡大を取り込み、米国の貿易を5年で2倍に拡大、雇用を200万人増大するとの戦略が背景にあるように見える。よってTPP参加検討に関して日本政府は拙速を避け、TPPの内容と、それが日本に及ぼす影響のメリット、デメリットを慎重に検討すべきであろう。しかし,まずその前に日本の国益を考えた中長期の通商戦略を策定することこそ先決である。

原則、例外なき関税撤廃を目指す、厳しい条件のTPPへの参加の前に、日本としては、日中韓のFTA,　EPAの締結、さらにASEAN+3（EAＦTA）、ASEAN+6(CEPEA)などASEANを中心とする東アジア自由貿易協定や経済連携協定の締結に努力することが先決であろう。その意味では2012年4月末のASEAN+6の関係者会議で、11月の東アジア首脳会議（AES）でCEPEA（東アジア包括的経済連携協定）の交渉入りを目指すことを決定したことは画期的なことである。

日本の間隙をぬって、韓国と中国は5月中に両国のFTA交渉を開始することを決定した。2年以内の合意を目指すという。韓国の輸出の25%を占める中国とのFTAが締結されれば、日本の家電、自動車業界は大きな影響を受けることは必定である。

　　　米国、日本を除いてはTPP交渉国のGDPにおいて小国が多く、日本を入れた10カ国で米国の67％、日本の20％に比し、豪州4％、残りの7カ国が9％で、TPPは実質的には、域内GDPの87％を占める日米2国間のFTAではないかとの見方もある。　　ならば、例外を認めないきわめて厳しいTPPでなく、KORUS(韓国・米国)FTAのごとく、日米2国間でのフレキシブルなFTA交渉が日本の国益上望ましいのではないか。以下、TPPを含む東アジア共同体について日本の通商戦略のあり方にも触れつつ詳細に検討して行くことにする。

２．TPP(Trans Pacific Partnership)の推移と現状
1〉TPPは2006年にシンガポール、NZ,　チリ、ブルネイのP４（Pacific ４）として発足。アジア太平洋の小国が国境を越えて、人、モノ、カネの移動の自由化や工業製品、農産物などの関税の原則100％の撤廃を目指して結成したものである。
これを米国が取り込み；

２）2008年9月、米国ブッシュ政権はTPP交渉開始の意図を表明。

３）2010年1月、オバマ大統領が一般教書演説で、「米国は5年間で輸出を2倍に拡大し、雇用を200万人増やす」と表明。TPP重視戦略を打ち出す。

４）2010年3月、米国、豪州、ペルー、ベトナムを加え、8カ国で交渉を開始。

５）2010年10月、マレーシアが交渉参加。9カ国となる。

６）2010年10月、菅首相がAPEC、横浜会議に先立ち、日本のTPP交渉参加検討を突然表明し、11月の横浜APEC会議でTPP参加を検討すると発表。2011年6月までに結論を出すと言明。

横浜でのTPP協定交渉参加国首脳会合は「2011年のAPECハワイ首脳会議までに交渉妥結を目指すこと」で一致。
７）2011年5月、TPP協定交渉参加国閣僚会合(米国モンタナ)で「2011年11月にTPP協定の大まかな輪郭を固める」との目標を表明。
８）2011年11月、野田首相がAPECホノルル会議で日本のTPP交渉参加に向けた協議開始の意向を表明。カナダ、メキシコも同じ意向を表明。

TPP交渉参加国は2011年11月のAPECハワイ首脳会議で「TPPの輪郭」を発表。オバマ大統領は「2012年中に協定を完成させるよう」指示。
９）2012年1月、日本政府は正式な交渉参加に向けて、交渉参加9カ国と事前協議をスタート。　①
10）2012年5月の日米首脳会談〈ワシントン〉で、オバマ大統領は「日本のTPP交渉入りは、両国や太平洋地域の発展に貢献するだろう」、「米国では自動車、保険、牛肉に関心がある。特に自動車産業とのかかわりで関心が高い」と言明。　②

日本とのTPP交渉での米国の戦略、目的の一端が垣間見えた。

11）日本のTPP参加交渉にあたり、米国が保険、自動車、牛肉の3分野で、米国企業が恩恵を受けられるように改善を求めていることは、このほど、日本郵政傘下の「かんぽ生命保険」が、米国の要望を入れて「がん保険」参入を凍結したことでも明らかである。　③
「がん保険」は米国のアフラックが日本の「がん保険」の70％を占めており、寡占を超えて殆ど独占に近い状態である。にもかかわらず、さらに、「かんぽ生命保険」の「がん保険」への参入を阻止しようとのオバマ政権を通じた日本への攻勢は、これまで、自民党政権時代の「年次改革要望書」、民主党政権になってからの「日米経済調和対話」で、日本に改革を毎回強く要求している前者の「民営化」、後者の「郵政」、「保険」と同一である。これらの米国の長年の要望をTPP交渉で、実現しようとの米国の国益追求が如実に集約されている。　④
11）TPP協議参加9カ国は2012年5月8日、テキサス州のダラスで各作業分野に関する拡大折衝に入った。これに対し、全米商工会議所は、交渉の前進を促す書簡を発表した。しかし、協議参加を検討する日本などの取り扱いを巡って大きな進展は期待できない状況だとの観測を日経ワシントン特派員は伝えてきている。⑤
上記のような経緯を踏まえ、TPP交渉に際しては日本としては、まず日本の国益を第一に考え、慎重の上にも慎重を期すべきだというのが筆者の結論である。

３．TPPの問題点

１）上記の通り、当初、弱小国のアジア太平洋経済連携協定であったP4に米国が参加する事により、P４の性格は大きく変容した。TPPの取り決めには米国の意向がかなり強く押し出されているように見える。おそらく米国の要請もあり、日本の国益や長期的通商戦略に基づいた慎重な検討が十分なされないまま、民主党政権が「第三の平成の開国のバスに乗り遅れるな」とばかりに性急にTPP参加を検討し始めたと見るのが正しいのではないか。これはその後の野田政権の一貫性のない動きにも見て取れる。想像できないことだが、日本のTPP交渉を統括すべき交渉官も今だに決められていないことにも性急な対応振りが現れている。

２）TPP協定の21分野は；　①物品市場アクセス（農業、繊維･衣料品、工業）、
②原産地規則、③貿易円滑化、④SPS(衛生植物検疫)、⑤TBT(貿易の技術的障害)、⑥貿易救済（セーフガード等）、⑦政府調達、⑧知的財産、⑨競争政策、⑩サービス、越境サービス、⑪商用関係者の移動、⑫金融サービス、⑬電気通信サービス、⑭電子商取引、⑮投資、⑯環境、⑰労働、⑱制度的事項、⑲紛争解決、⑳協力、

　　　　21番目が、分野別横断事項、と詳細かつ、包括的で例外なき100％の関税撤廃など厳しい協定を目指している。

工業生産がほとんどなく、自由化の影響もそれほど受けない当初のP4のシンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリなどならば問題はないと見られる。　　

しかし農業、中小企業問題をかかえ、過去20年来、殆ど経済成長がなく、デフレが継続している日本にとっては、上記の21分野の自由化を進めることは極めて難しい問題である。米国を中心にTPP参加を希望し、交渉中の9カ国の動向をまず見極めることが日本にとっては肝要であろう。決して性急にTPPへの参加を焦る理由はどこにもない。

３）それよりも日本としては通商戦略上、まず日中韓のFTA締結に全力を注ぐべきである。あわせASEAN+3, ASEAN+6、さらには懸案の2020年までのFTAAP構築交渉に努力を傾注すべきであろう。その過程で、じっくり腰をすえて、条件が極めて厳しいTPP交渉の推移を見ながら、日本の国益を十分検討しつつ、TPP対応戦略を練れば良いのではないか。さもなければ「米国による日本改造」が進められていくことになるだろう。　⑥　　
　　 　　世界最大の農業、サービス輸出国の米国とのTPP交渉では日本の交渉は難航することは必定であろう。TPP参加による様々なマイナスの影響が、経団連関係の輸出企業のメリットにどれほど見合うものなのか国民経済全体の問題として検証する必要がある。　⑦　

上記　2）のTPP協定で米国が交渉の目玉としている21分野の内容は自民党政権時代の1994年以来の「年次改革要望書」、民主党政権になってからの2011年2月の「日米経済調和対話（Initiative）」などで米国から要請された項目、内容と、ほぼ同一である。すなわち；「年次改革要望書」(2008年10月)の米側の要望項目は下記である。

①通信、②情報技術、③民営化、④金融サービス、⑤透明性、⑥流通、⑦その他の政府慣行、⑧競争政策、⑨商法及び司法制度改革、⑩医薬品、医療機器

　これに対し；

「日米経済調和対話」(2011年2月)での要望事項は下記の通りである。
米政府の「年次改革要望書」を含め、TPP21分野の交渉項目と殆ど同一である。TPP交渉で米国が何を日本に要求するか米国のねらいがすけて見える。

①情報通信技術、②知的財産権、③郵政、④保険、⑤透明性、

⑥運輸・流通・エネルギー、⑦農業関連課題、⑧競争政策、

⑨ビジネス法制環境、⑩医薬品･医療機器　（注⑧参照）　
　　　　　

　　　　TPPの背景に政治的な動きや思惑も見え隠れしている。日本ビジネスインテリジェンス協会理事・斉藤好正氏の調査によれば、CSIS(米戦略国際問題研究所)と日本財界とは意見交換などを進めており、CSIS報告書で日本にTPPへの参加を促し、日本の規制緩和や、法人税減税を提言。TPP参加を含む更なる貿易の自由化により、米国の輸出や投資の拡大を主張しているという。かかる観点も考慮しつつTPPについては慎重な考究が必要なゆえんである。

ここで参考までに日米経済交渉の推移を一瞥しておきたい。
1972　日米繊維交渉

1977　カラーテレビ協定、GATT東京ラウンド締結

1981　対米自動車自主規制

1885　MOSS協議開始、日本の半導体に対し、301条提訴、プラザ合意で円の大幅切り上げ

1986　GATTウルガイ･ラウンド交渉開始

1987　工作機械対米輸出自主規制

1989　日米構造協議（SII）開始

1993　日米包括経済協議開始（宮沢･クリントン）
1997　日米規制緩和と競争政策イ二シアテイブ（橋本･クリントン）

2001　成長のための日米経済パートナーシップ（小泉･ブッシュ）

2002~2006　日米首脳会議で毎年、規制改革と競争政策イニシアテイブ報告

2009 民主党政権発足

2010　菅政権がTPP参加検討を表明

2011　東日本大震災、福島原発事故　

2011　野田首相「TPP交渉参加に向けて関係国との協議に入る」と発言。オバマ大統領「日本の決定を歓迎する。今後協議の中で日本と協力する」と返答。

2012　ワシントンでの日米首脳会談の共同声明で「TPPに関する2国間協議を引き続き前進させる」と言明。野田政権はアジア太平洋地域の貿易・投資に関する高水準のルール作りに関与し、主導する方針である。　⑨
　　　　　　

上記の2010年以降の民主党政権の動きは、TPP交渉参加方針の基礎となった『包括的経済連携に関する基本方針（2010年11月9日閣議決定）』を見ると良く　　　

わかる。上記基本方針の抜粋は下記。

『･･･「國を開き」、「未来を拓く」ための固い決意を固め、これまでの姿勢から大きく踏み込み、世界の主要貿易国との間で、世界の潮流から見て遜（そん）色のない高いレベルの経済連携を進める。同時に、高いレベルの経済連携に必要となる競争力強化等の抜本的な国内改革を先行的に推進する。

　　　　　　特に、政治的･経済的に重要で、我が国に特に大きな利益をもたらすEPAや広域経済連携については、センシテイブ品目について配慮を行ないつつ、すべての品目を自由化交渉対象とし、交渉を通じて、高いレベルの経済連携を目指す。』

　　　　　と謳っている。　⑩　
APECに加え、TPP参加を想定していることが分かる。このような方針をわざわざ閣議決定した背景は何か、十分に分析、検討する必要があろう。
以上に述べた日米経済交渉の推移、包括的経済連携に関する閣議決定などを見てみると、米国のこれまでの対日経済交渉での要求がいかに強硬で、かつ広範な分野を含んでいるかを改めて認識させられる。

米国はTPP交渉において今後とも米国の国益を前面に出し、交渉してくるものと見られる。よって日本としてはTPPに関しては十二分の注意が肝要であることを強調しておきたい。　　　
　　　　　　以上を踏まえてTPPの主要な問題点を以下分析する。今後のわが国の通商交渉およびTPP交渉をする際には参考にすべきであろう。
　（１）　　米国の主たる狙いは、自動車、保険、牛肉の３分野で、日本のTPP交渉参加の条件の一つにしつつある。
　保険については、すでに触れたように、米政府の要請で、日本郵政は「かんぽ生命保険」の「がん保険」への参入を見合わせることを決定。牛肉はBSE(牛海綿状脳症)による米国産牛肉の輸入制限の緩和を求めている。厚生労働省は、すでに昨年12月、牛肉の輸入制限を生後20ヶ月以下から、30ヶ月以下に緩める案を食品安全委員会に検討を依頼している。ここでも日本政府は米国の圧力に屈することなく食の安全と安心のため日本の国益を考え行動すべきであろう。

　　　　　自動車については日本での輸入車にかかる関税はゼロで、米国の市場開放要求に応じる気配はない。しかし、米国は日本に非関税障壁があるとして米国車の輸入拡大を求めている。日本としては、米国の要求に対して屈することなく毅然たる態度で臨むべきである。

　（２）　　米国の攻略目標は「農協と医療」になると識者は見ている。農業分野では「残留農薬問題」、「有機農作物」、「食品添加物」、「遺伝子組み換え食料、食品」が問題であり、日本人の食の安全上も注意すべきである。農水省の試算ではTPPに参加し、関税を撤廃した場合、カロリーベースで日本の食料自給率は40％から14％に激減。さらに農業生産額が4.1兆円減少し、波及効果でGDPが7.9兆円減少すると予測している。一方、経産省はTPPに参加しない場合、GDPは10.5兆円減少すると反論している。穀物に限った重量ベースの自給率はわずかに28％である。世界の人口増大による将来の食料不足の危機予想から、輸入農産物増大による自給率の低下はなんとしても避けるべきである。　⑪
　　　　　　農地集約により日本農業の競争力を高め、農産物の輸出で活路を求めるべきであるとの意見もある。しかし日本の主力の米作で見ても日本の平均の耕作面積1.71ヘクタールでは、米国の広さが約100倍、豪州は1500倍では日本はとても太刀打ちできないだろう。日本の耕作面積を30ヘクタールに拡大しても、それでも米国は6倍、豪州は100倍である。日本が耕作面積を拡大しても米国、豪州に太刀打ちできないことは自明である。　⑫
　　　　　　更に重要なのは人体への影響が問題視されている「米モンサント」が開発した遺伝子組み換え種子や、関連する化学肥料、除草薬を含めた農業関連商品を日本市場に広めることもTPPに織り込まれた米国の狙いといわれている。

　　　　　驚くべきことに、モンサントとラウンドアップ(除草薬)をめぐり業務提携をしているのは住友化学株式会社である。これは除草薬と遺伝子組み換えの種子を組み合わせ大豆などのように世界中で販売するという恐るべき計画である。　⑬　
（３）　　医療の分野では日本の高齢化が医療ビジネスに有望な商機をもたらすと睨み、米国は医療サービス分野での投資の増大を目指している。そのために、公的保険が適用される保険診療と保険外診療（自由診療）を併用できるよう日本に混合医療の解禁を米国は2004年以来求め続けている。　⑭
以上のような観点から日本医師会がTPPに反対の態度を表明している理由が納得できる。　

（４）　　更に注意すべきは「紛争解決」「国際標準化」「知的財産権」である。

中でも米国のプロパテント戦略である。特にISD(Investor　State Dispute)は投資者が国を訴えられる制度で看過できない重要な訴訟問題である。
この｢ISD条項｣は外国の企業や投資家がビジネスの障壁となる制度の廃止などを求めて、相手国を訴えられるきわめて危険な条項である。

　　　　　　TPPのISD条項は、米国企業が大いに濫用する可能性が高い。　　　　　　　米国人が常に総裁となる世界銀行の傘下の国際投資紛争仲介センターが判断をするが、このセンターは米国の影響が強く、米国に有利な判決が出される傾向が指摘されている。　⑮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

オリジナルP4の有力国ニュージーランドのJane Kelsay教授は編著書『 異常な契約TPPの仮面を剥ぐ』（農文協）でTPP、特にISDの問題点を強く批判している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
関岡英之氏は「9カ国のTPP交渉（P9）のために設置された24の作業部会のうち、P4の協定本文には存在せず、新たに追加された分野として、サービス「金融」「投資」「労働」を挙げている。米通商代表部には、この3分野を含むすべての作業部会に対応する担当官が任命されていることからも、現在のTPP交渉が完全に米国主導であることは明白であると警告している。

「投資」は24分野の中で最も危険な要素を含んでいるが、わが国では殆ど議論にさえなっていない」と注意を喚起している。　⑯
（５）　　以上を踏まえ、ヨーロッパ研究専門家の羽場久美子・青山学院大学教授・ハーバード大学客員研究員は近著で下記のように述べておられる。

「自由市場に参入することと、主権を守り、重要品目を保護することは本来両立しうる。TPPは「例外なき｣関税･非関税障壁撤廃という原則を取り除くべきである。－中略―日本は戦略を持ち、国益と市民益を守る交渉を粘り強く行い、　又重要品目を共同で守る制度を構築すべきである。農業問題についてはEUのCAP（共通農業政策）のような農業保護制度、直接支払制度を導入し保障する（べきだ）」　⑰
５．東アジア共同体とASEAN,　ASEAN+3,　ASEAN+6、FTAAP
　　　　　　ASEANは2015年のAFTA(アセアン自由貿易地域)形成に向けて進みつつある。民主党政権は2010年以来、米国主導のTPPへの参加交渉に力を注ぎ、検討を進めているが、上記で見てきたように、TPP参加交渉については官、民、学、政界でも反対が多い。
日本としては21世紀の通商戦略上、アジアが最大の市場となることに鑑み、まず日中韓でのFTA締結にこそ力を注ぐべきである。

　　　　　　日本アセアンセンターの「ASEAN－日本統計表2010」によると、2009年の日本の主要貿易相手国では中国（20.5%）、ASEAN(14.0％)、米国（13.7%）、EU(11.6％)、ついで韓国(6.1％)で、中国、ASEAN,　韓国を合わせると、40.7％と、欧米25．3%に比べアジアの比重が高まっている。　⑱
このアジアとの貿易比率は発展するアジアの時代を迎え、さらに高まりつつある。従って、日本はアジア、ASEANを重視すべきである。かかる観点から、日本の通商戦略としては、TPPへの参加の前に、まず、日中韓のFTAないし、EPAの締結に全力を挙げることこそが肝要である。

自由貿易地域、経済共同体形成は、EU,　NAFTAに見るように、当初、地域的に隣接した国同士で行なわれている。したがって、日本としてもまず地理的に隣接し、経済関係が密接で、上記通り、急速に貿易が拡大しつつある日中韓を含むASEANとの経済連携、さらには東アジア経済共同体の実現に力を注ぐのが筋であろう。
太平洋を挟み、地理的にも離れており、貿易量もアジアほどでない国々との経済連携、自由貿易圏構築は時期尚早である。例外なき関税の撤廃を目指す、厳しい条件の米国主導のTPPへの参加は慎重の上にも慎重を期すべきであろう。
その前に、まず日本としては日中韓でFTAを構築し、その上でASEAN+3,　ASEAN+6の構築に注力すべきである。その基礎の上に立ち、FTAAP（アジア太平洋自由貿易圏）の結成に努力することが望まれる。しかる後、日本の国益上、必要なら、米国主導の高度なTPPへの参加を検討しても決して遅くはないであろう。それがアジアに位置する日本の通商戦略であるべきだろう。　

5月中旬には北京で日中韓首脳会議が開かれる。この会議では3カ国によるFTA（自由貿易協定）について「年内の交渉入り」を明記する合意文書が採択される見込みである。さらに懸案の知的財産保護を強めることや、ASEAN＋3の新たな経済統合の枠組みの年内の交渉入りにも合意すると見られている。
だが日本がTPP参加交渉で、手一杯になれば、三か国での交渉は遅延すると危惧される。前述通り、中韓は日本抜きで二国間でのFTA交渉を4月に合意し、5月中にも両国は交渉を始めるという。　⑲
日本としてはまず日中韓のFTAの実現に全力を注ぐことである。それを足場に2015年に完成予定のASEANのFTA（AFTA）の成立に側面から協力することが望まれる。その上で、ASEAN+3,　ASEAN+6(CEPEA＝東アジア包括的経済連携協定)についても日中韓3カ国でインド、豪州、ニュージーランドに協力し、実現に努力すべきであろう。

APECは2020年を目標にFTAAP（アジア太平洋自由貿易圏）の構築に努力している。しかし当初、熱心だった米国が2010年以来、TPPの実現に注力し始め、FTAAP構想は、有名無実になりつつあるように見える。
　　　　　　FTAAPは昨年ASEAN首脳会議で議論されたASEAN+8に米国とロシアも参加する事により、APECの主要国をカバーするので、実質FTAAPと変わらない。ASEAN+8以外のAPEC主要国はカナダ、メキシコ、ペルー、チリである。

　　　　　　米国の戦略としては中国、インドを含み、力をつけるASEAN+6に対し、TPPで対抗しようとの意図があるのではないか。

　６．結論　　　　

アジア太平洋地域における経済連携の現状は非常に重層化、複雑化しており、いわゆるサラダボール状態にある。世界が急速にクローバル化する状況下、太平洋域内の各国は国益を考えながら対処することが必要である。それは特に日本について言える。戦後67年、冷戦終結後21年を経て、21世紀のアジアの時代を迎え、日本はそろそろ、アジアの中の日本としてアジアを視野に入れた、日本独自の通商、外交戦略を確立する時期、すなはち『平成維新』時代にさしかかっている。ASEAN+6は世界のGDPの27％、人口は49％を占める。　⑳
アジアの時代の日本の通商戦略として、まず、日中韓でのFTA、経済･文化協力、さらにASEAN+3,　ASEAN＋6でのアジアとの経済･文化、災害防止協力、人間の安全保障、環境保全協力、エネルギー、食料、金融、知的財産権、先端技術協力などに注力することが望まれる。その上で、アジアに加え、近年、エネルギー、経済面で力をつけてきており地政学的にも重要なユーラシア大陸の中央アジアの諸国とも経済関係強化を図るべきである。特にASEAN+3のハブのスポークスとして上海協力機構(SCO)と広域経済協力を強化すべきである。SCOは中国、ロシア、タジキスタン、キルギス、カザフスタン、ウスベキスタンの6カ国がメンバーで、オブザーバーにモンゴル、インド、パキスタン、イランの4カ国、さらにパートナーとして、ベラルーシ、スリランカの2カ国。合計12カ国で将来、中央アジアでの共同体構築を構想している。

日本経済新聞（5月12日）の報道によれば、2012年5月11日の北京のSCO外相会議では従来の安全保障分野に加え、「金融、エネルギー、食料安全保障」の3分野でも協力していくことを確認した。6月には北京でSCO首脳会議を開き、プーチン新政権との中ロ関係とSCO関係の更なる政治経済面での強化が討議されるという。アジアとユーラシアの協力の関係からも、また将来のアジア･ユーラシア広域経済圏構築の観点からもSCOの動向には十分注目すべきである。
昨年9月、北京で中国の張徳広･元外務副大臣、カザフスタン、ロシア大使、上海協力機構(SCO)初代事務総長が対外経済貿易大学アジア経済共同体研究院開所式で基調講演をされた。同氏は中国が2011年9月6日に「平和的発展白書」を発表し、グローバルな対外戦略を策定したことを紹介。中国は過去30年間で対外貿易を100倍に拡大し、2010年には貿易総額が2兆9000億ドルに達したこと。このような環境下、中国は強く「平和的発展の道」を歩み、中国とアジアの友好的発展、プラスサム、ウイン･ウインの関係を目指したい。そのためには日本と中国の関係強化が必須であるとの力強い意見表明があった。

ユーロッパは発展するアジアへの進出を狙いASEM（アジアヨーロッパ会議＝EU+ASEAN+6＋ロシア、モンゴル＋パキスタン＋EU,ASEAN事務局（46カ国＋機関事務局）を結成し、着々と中央アジア・アジアへの進出を狙っている。筆者はこれをEUのユーラシア･アジア横軸通商戦略（EURASIA・ASIA　Horizonntal　Axis　Trade Strategy）と命名している。一方、米国はキューバを除く北中南米34カ国をNAFTAに糾合したFTAA(FreeTradeArea of the Americas=米州自由貿易圏の結成を目指した。しかしMERCOSUR(南部南米共同市場)諸国の賛同が得られず、この通商戦略が頓挫した。筆者は米国のこの北中南米自由貿易圏戦略を米州縦軸通商戦略（American　Vertical　Axis  Trade Strategy=米国の米州縦軸通商戦略）と呼んでいる。

その結果米国は発展するアジアの取り込みを狙い、当初、APECを通じたFTAAP(Free Trade Area of the Asia Pacific=アジア太平洋自由貿易圏)の結成を目指した。しかしはかばかしい進展がないため、急遽2010年より、TPP（環太平洋経済連携）に重心を移し、2012年末までになんとしてもTPPを実現したいと、域内のGDP大国の日本にも参加を要請し、TPP構築に全力を挙げているのが実情であろう。筆者はこれをAmerican　Asia Pacific Axis Tarde Strategy

　　　　　(米国アジア太平洋横軸通商戦略)と呼んでいる。米国もEU同様、躍進するアジ　　

　　　　　ア市場への進出に全力を投入している。
急速に発展するアジアにはビジネス、金融、情報分野で隠然たる力を有する3600万人とも言われる華僑･華人ネットワークの活用も、1800万人と見られる印僑ともども今後のアジアビジネス戦略では重視すべきである。筆者は東アジアの華僑・華人ネットワークをInvisible State of China「目に見えない華人国家中国」、Virtual State of China「仮想現実国家中国」と名付け、今後アジアでのビジネスで重視すべきことをかねがね主張している。
日本としても今後のアジアでの通商戦略において華人･華僑ネットを十二分に活用することも日本の課題の一つと思われ、華人･華僑の研究も大切であろう。
1985年9月、日本は米国の強い要請により、大幅な円切り上げのプラザ合意に同意した。以来、円高の影響も受け、日本は27年の長きにわたり、デフレに苦しみ、長期経済停滞を余儀なくされている。今回の米国主導のTPPを日本が安易に受け入れれば、再び、プラザ合意の二の舞となり、悔いを千載に残すことになるだろう。TPP加入問題に関しては、今度こそ、まず、日本の国益を第一に考え、日本の100年の大計のために、誤りなき、慎重な判断を政官財学界の関係者に切望したい。

日本はこれまで長年蓄積してきた国際貿易、通商、国際金融、科学技術、文化、サービスなどのソフト面でのノウハウを基盤として、躍進するアジアとのハードの貿易、通商拡大に生かすべきである。そのためには経済発展一点張りで、経済に偏重した欧米型金融資本主義に決別すること。新生アジアの「新地域主義」の下、文化、倫理に立脚した格差の少ない21世紀のアジア型経済発展モデル構築に、わが日本が率先して取り組むべきである。戦後67年、欧米、特に米国に依存しすぎた政治、経済、外交政策を見直し、発展するアジアに目を向け、新しいアジアの経済、文化、倫理を重視した21世紀のアジア型経済理論構築に尽力すべきである。
明治の日本の代表的財界人であった渋沢栄一の「論語と算盤」の精神を21世紀のアジアの時代に再構築し、日本とアジアの安寧と福祉国家建設に向けて、アジアの諸国とともに邁進すべきときである。

明治の代表的文化人の岡倉天心は「アジアは一つ」と喝破した。今こそアジアが一つになる時期が到来している。　　　　　　
以上
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